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  建築物と自由通路が一体となった不整形構造物に対して３次元動的解析を行い、その耐震性能を評価した事

例を紹介する。対象構造物は建築基準法で設計されたものであり、それを道路橋示方書耐震設計編（以下「道

示」と称す）によって評価した。解析モデルは構造物が不整形であることを考慮して３次元モデルとした。地

震動は道示に示すタイプⅠ、Ⅱとし、部材は非線形性を考慮した。また耐震性能は塑性率によって評価した。

その結果、部材は降伏するものの、塑性率は小さく安全であることを確認した。また、基礎は降伏せず安全で

あることを確認した。 
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１． はじめに 
 
兵庫県南部地震以来、構造物の耐震性の検討が重

要視されているが、現状では、大地震時における鋼

構造の塑性領域での評価は難しい。そこで本論文で

は、実構造物において耐震性照査に関わる解析方法

や評価方法を試みた。 
従来からの耐震性能の照査に関する解析法および

評価方法には、次のような特徴および問題点が挙げ

られる。 
(a) 一次モードが卓越すると考えられる構造物を

荷重の分担係数を考慮した２次元モデルで動

的解析し、耐震性能を評価する。しかし、複

雑な構造のねじりおよび近隣構造物の連成の

影響を考慮しにくい。 
(b) 複雑な構造物に対しては、３次元モデルにお

ける動的解析により耐震性の照査を行うこと

を基本としているが、合成応力の評価等は十

分に確立されていない。 
(c) 性能を満足するための各部材の限界状態に対

する検討が十分でない。特に水平梁部材に関

しての評価は簡略化されている。 
これらの問題点に対して、３次元モデルを利用し

た耐震性能照査を行い、これらの特徴を明確にし、

性能設計の基本である構造部材の耐震性能評価方法

を提案した。 
 

２． 検討条件及び入力地震動 
 

(1) 検討対象 

対象構造物は建築基準法・同施工令および建設省

告示により設計された構造物であるが、自由通路部

については道路橋としても耐震上安全であることを

照査するため、立体横断施設技術規準・同解説およ

び道示により大規模地震に対する検討を行うもので

ある。検討構造物の自由通路部と駅施設部の概要を

図-1,図-2 に示す。 

 
図-1 自由通路部と駅施設部の概要図その 1 

（横断図、側面図） 
 

(2) モデル化及び設計条件 
a) 解析モデル 

自由通路部と駅施設部は、特性の異なる構造物が

一体構造となっており、地震時にはそれぞれの挙動 

が相互に影響をおよぼすため、複雑な挙動を示すこ

とが考えられる。従って、自由通路部の耐震性の照

査を行う場合には、駅施設部の影響を適切に評価す 



 

 
図-2 自由通路部と駅施設部の概要図その 2 

（平面図） 

 

る必要があるため、自由通路部と駅施設部を一体構

造とした３次元モデルにより解析を行うものとした。 

本検討で用いる３次元解析モデルを図-3 に示す。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 自由通路部と駅施設部の３次元骨組モデル 

 

b) 部材特性 

自由通路部の骨組みの剛性は道示に基づいて設定

する。 

柱は部材の非線形を考慮し、塑性率で評価を行う。

また、上床梁は当初床版と鉄骨を合成した断面で部

材の剛性を設定することとしたが、コンクリートの

損傷が大きい場合はＩ型梁として評価する。その場

合鉄骨のみの剛性を考慮し（コンクリートの剛性は

無視するが、自重は考慮する。）、鋼材の降伏強度ま

たは塑性率で評価を行う。 

c) 荷重 

検討構造物の骨組が負担する鉛直荷重は床版・小

梁などによる荷重伝達経路を考慮し、各部で正確な

荷重を考慮する。 

なお、荷重の組合せは道示に準拠し以下の組合せ

を検討する。 

・ 主荷重（活荷重含む）＋地震の影響（EQ） 

d) 地盤ばね 

杭は杭頭ばねでモデル化した。ばね定数は道示に

基づいて算出した。 

地震時の地盤反力係数は、常時の 2 倍を使用し、

検討ケースに示すように液状化を考慮する場合は、

地震時の地盤反力係数に土質定数の低減係数を乗じ

たものを使用する。 

 

(3) 入力地震動 
地盤の周期から地盤種別を判定し(Ⅱ種地盤)、そ

の地盤種別についてタイプⅠ、Ⅱの地震動をそれぞ

れ３波（道示に基づき土木研究所が配布した地震波

形）用いて解析を行う。地震波の方向は線路方向と

線路直角方向に作用させるものとし、耐震性能の照

査は３波の応答値の平均値を用いるものとする。 

 
(4) 検討ケース 
地盤が液状化する場合は、液状化前と液状化後の

両方について解析を行うものとする。 

また、液状化の前後でせん断スパン比や固有周期

が変わるため、液状化前後で検討を行い、構造物に

とって厳しい方で照査することとした。 

 
Ｙ

Ｘ

Ｚ

検討ケースを表-1 に示す。 

 
表-1 検討ケース一覧 Y7 

ケース 地震波 地 盤  

1 タイプⅠ ３波 

2 
線路方向加振 

タイプⅡ ３波 

3 タイプⅠ ３波 

4 
線路直角方向加振 

タイプⅡ ３波 

液 状 化 前

5 タイプⅠ ３波 

6 
線路方向加振 

タイプⅡ ３波 

7 タイプⅠ ３波 

8 
線路直角方向加振 

タイプⅡ ３波 

液 状 化 後

Y6 
Y5 

X1 Y4 
X2 

Y3 X3 
X4 Y2 

Y1 

 

３． 評価手順と解析法 
 
(1)評価手順 

本検討の検討内容及び作業の流れを図-4 に示す。 

 

(2)評価手法 
部材の評価は以下に示すとおりとする。 
a) 柱部材評価方法 
柱については道示で塑性率が４ないし５（地震波の

タイプによって異なる）まで許容されている。ただ

し、これは荷重～部材角（Ｐ―δ）の値であり、 

今回のモデルは曲げモーメント～部材の曲率関係

（Ｍ―φ）で評価するため、静的非線形解析（プッ

シュオーバーアナリシス）を実施し、Ｐ－δ上で制

限値に至ったときのφの制限値を設定した。 



 

 

図-6 上床梁の耐震性評価手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 耐震性能の評価検討フロー 

 
b) 地中梁部材評価方法 

設計断面耐力以内であることを照査する。 

c) 杭頭の評価方法 

ばねに生じる反力が降伏支持力および降伏耐力以

内であることを照査する。 

杭体および地中梁は地中にあり、地震時に損傷が

生じた場合発見が困難である。また、その補修に対

する時間および費用も上部工が損傷を受けた場合よ

り大きくなる。したがって、基礎は降伏させないこ

とを原則とした。 

d) 上床梁部材の評価方法 

曲率の塑性率が許容塑性率以内であることを照査

する。その評価手順を図-5 に示す。 
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図-５ 柱の耐震安全性評価手順 

 
S T A R T  

モ デ ル お よ び 解 析 方 法 の 策 定  

モ デ ル の 作 成  

 ・ 節 点 の 作 成  

 ・ 要 素 の 作 成  

 ・ 荷 重 デ ー タ か ら 質 量 へ の 変 換  

 ・ 復 元 力 特 性 の 作 成   

固 有 値 解 析  

動 的 非 線 形 解 析  

耐 震 性 能 の 照 査  

（ 道 示 に よ る ）  

耐 震 性 能 の 評 価  

 

液 状 化 の 判 定  

静 的 非 線 形 解 析  

（ 柱 部 材 の 許 容 塑 性 率 の 算 定 ）  

上床梁については、人が通行する箇所でもあり、

あまり損傷を大きくしたくないと考え、当初は合成

梁とし、降伏モーメント以内であれば安全として評

価することとした。 

しかし、曲げ剛性が大きいため、このモーメント

を遙かに越える応力が発生した。そこで、梁の剛性

のみで評価することとし、コンクリートは重量のみ

評価した。そして梁についても多少の損傷を許容す

ることとし、塑性率で評価することとした。 

しかし、上床梁については道示に塑性率の計算手

法が示されていないため、日本建築学会の建築耐震

設計における保有耐力と変形性能（1990）１）に基づ

いて算定した。 

その評価手順を図-6 に示す。 

 

 上床梁の断面諸元常時設計

合成断面線形特性 鋼材のみ断面線形特性 鋼材のみ断面非線形特性

動的解析から断面応力 動的解析から断面応力 動的解析から断面応力
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４． 解析結果及び評価 
 

まず固有値解析を行い、振動モードの特徴から立

体効果を評価した。次に部材の非線形性効果を取り

入れた動的非線形解析結果により自由通路の耐震性

を評価した。安全性の判定は３波入力地震動に対す

る平均値を動的非線形解析結果とみなし、非線形効 

柱部材の断面諸元を決定

形特性を求める

常時設
計から

動的非線形解析

静的的非線形解析 ６章

部材降伏曲率 部材許容変位

部材許容塑性率

部材応答曲率

部材応答塑性率

固有値解析、自重解析

比較判定

安全性判定完了

YES

NO

５章

８章表

柱部材の断面諸元を決定

形特性を求める

常時設
計から

動的非線形解析

静的的非線形解析 ６章

部材降伏曲率 部材許容変位

部材許容塑性率

部材応答曲率

部材応答塑性率

固有値解析、自重解析

比較判定

安全性判定完了

YES

NO

５章

８章表

３章３章  
果を考慮した部材は応答塑性率と許容塑性率の比較

によって、非線形効果を考慮していない部材は発生

応力度と降伏応力度の比較によって安全性の判定を

行った。 

４．４． 

７章７章 
 

(1)固有値解析について 
液状化なしの場合の固有周期は表-3 に示すとお

りであり、全体系立体モデル時の一次モードの固有

振動数は 1.52Hz 位である。比較のため、同条件での

通路部立体モデル時の一次モードの固有周期も求め

た。結果は 1.42Hz であり、近い値であった。 

７、７、 

また、その振動モードを図-7 に示す。 



 

表-3 固有振動数（液状化なし） 
有効質量比 

   
振動数 

（Hz） 

周期 

（Sec） 
線路直角

方向 

線路方

向 

1  1 .521  0 .657  0 .508  -  

２  1 .764  0 .567  -  0 .679  

３  1 .954  0 .512  0 .108  -  

４  2 .338  0 .428  0 .098  -  

16  4 .786  0 .209  -  （0 .048）

 注）（）は鉛直方向 
 
(2)柱部材について 
柱部材の照査は、静的非線形解析で求めた柱のＰ

－δ関係で塑性率４および５に相当する曲率の制限

値（許容塑性率）の値と動的解析の柱部材の最大塑

性率との比較によるものとした。比較の結果、すべ

ての柱が許容塑性率以内に納まることを確認した。 

 
(3)地中梁及び杭について 
３次元動的解析の結果（３波平均値のみ）から地

中梁における最大応力を抽出、断面の曲げおよびせ

ん断応力度照査を行った。応力度は降伏応力以下と

なるようにした。 

照査結果から、梁の断面は変更の必要はないが、

鉄筋本数を増やす必要がある箇所が生じた。また、

一部材の帯筋はD13からD16に変更する必要がある

ことが判明した。 

杭も地中梁と同様降伏させないことを前提とした

ため、動的解析結果を用いて、杭の降伏耐力の照査

を行った。照査結果は、断面等の変更はないものの、            
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鉄筋量を増加する必要があることが判明した。 

 

 (4)上床梁について 
上床梁については、降伏を許すこととして、動的

解析の結果と許容塑性率との比較で照査した。その

結果、当初の部材強度では不足するため、部材の材

質を SM490 に変更した。 

それにより塑性率は最大位置でも 3 以内に納まり、

許容塑性率を満足する結果となった。 

以上の検討の結果、変更が必要となった部材をの

部位を図-8 に示す。 

 
５． まとめ 
 
解析の結果、建築基準法で設計されたこの構造物

は、道示で評価しても安全であることが判明した。 

しかし、今後鋼構造物の塑性域での安全性の照査

法の精度を高める必要がある。 

おわりに、本解析を行うにあたって、独立行政法

人土木研究所運上室長にご指導いただきました。 

図-7 自由通路部と駅施設部一体系振動モード 
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 図-8 上床梁の鋼材強度不足部材（SS400時） 

厚く御礼申し上げます。 
 
参考文献 
1)建築耐震設計における保有耐力と変形性能（1990）

日本建築学会 


